工業製品製造業分野協議会決定事項要件様式
工業製品製造業分野における育成就労外国人の受入れに関する誓約書
（繊維工業　（中分類１１））

一般社団法人工業製品製造技能人材機構 殿

当事業所は、日本標準産業分類の中分類11―繊維工業を行う事業所で育成就労外国人に業務に従事させるため、外国人材の受入れに関する法令違反等に該当する事実がないことに係る下記の全事項を誓約し、資料を別途提出します。
※誓約事項の各項目を確認の上、□部分に☑を記載すること。

☐　一．当事業所は、下記に掲げる外国人材の受入れに関する法令違反又は不正行為等に該当する事実が一切ありません。また、将来においても、これらに該当する行為を行いません。
①技能実習法又は育成就労法等に基づく処分歴等について
〇外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成２８年法律第８９号）又は外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する法律（平成２８年法律第８９号）に基づき、技能実習計画又は育成就労計画の認定取消し、業務停止命令、改善命令その他これらに類する処分を受けたことはありません。
〇技能実習制度、育成就労制度、特定技能制度その他外国人材の受入れに関連して、不正行為又は著しく不適正な行為を行った事実はありません。
②出入国・労働関係法令について
〇出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）その他の出入国又は労働関係法令に関し、行政処分又は刑事処分の対象となる違反行為を行った事実はありません。

☐　二．本誓約に反した場合や虚偽の疑いがある場合等により、一般社団法人工業製品製造技能人材機構 （以下「JAIM」という。）が関係行政機関等から情報の提供を求められた際は、制度の適正な運用に必要な範囲で、JAIMが関係行政機関等に関連情報を提供することについて同意します。

☐　三．本誓約が虚偽であることが発覚した場合等において、当事業所が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

☐　四．提出資料を毎年提出するとともに、自己チェックの内容は、工場（事業所）の責任者及び労務管理を行う者（中小企業等において特定ができない場合には労働者を代表する者）による署名を行い、従業員が確認できる場所へ掲示します。





【提出資料】
・自己チェックシート（結果概要）
・自己チェックシートを従業員が確認できる場所に掲載したことが分かる写真の添付
・自社及び監理支援機関のJASTI研修を受講したことが分かる画像の添付
※当事業所の「繊維産業の監査要求事項・評価基準 （JASTI）」に関する研修の受講後の自己チェック（当事業所を監理する監理支援機関のJASTI研修受講済みの記載も含む）により作成。

（注意）誓約事項を遵守することができなくなった場合や育成就労指導員等の事業所の体制の変更が生じた場合は、速やかにその旨を育成就労外国人受入事業実施法人（外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する法律施行規則の規定に基づき工業製品製造業分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基準等（令和８年経済産業省告示第６２号）第２条に基づき経済産業大臣の登録を受けた法人をいう。）に対し、報告を行うこと。
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工業製品製造業分野協議会決定事項要件様式　　　　　書き方(例)

工業製品製造業分野における育成就労外国人の受入れに関する誓約書
（繊維工業　（中分類１１））

一般社団法人工業製品製造技能人材機構 殿

当事業所は、日本標準産業分類の中分類11―繊維工業を行う事業所で育成就労外国人に業務に従事させるため、外国人材の受入れに関する法令違反等に該当する事実がないことに係る下記の全事項を誓約し、資料を別途提出します。
※誓約事項の各項目を確認の上、□部分に☑を記載すること。

☑　一．当事業所は、下記に掲げる外国人材の受入れに関する法令違反又は不正行為等に該当する事実が一切ありません。また、将来においても、これらに該当する行為を行いません。
①技能実習法又は育成就労法等に基づく処分歴等について
〇外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成２８年法律第８９号）又は外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する法律（平成２８年法律第８９号）に基づき、技能実習計画又は育成就労計画の認定取消し、業務停止命令、改善命令その他これらに類する処分を受けたことはありません。四項目をすべて確認し
いずれもチェックをしてください

〇技能実習制度、育成就労制度、特定技能制度その他外国人材の受入れに関連して、不正行為又は著しく不適正な行為を行った事実はありません。
②出入国・労働関係法令について
〇出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）その他の出入国又は労働関係法令に関し、行政処分又は刑事処分の対象となる違反行為を行った事実はありません。

☑　二．本誓約に反した場合や虚偽の疑いがある場合等により、一般社団法人工業製品製造技能人材機構 （以下「JAIM」という。）が関係行政機関等から情報の提供を求められた際は、制度の適正な運用に必要な範囲で、JAIMが関係行政機関等に関連情報を提供することについて同意します。

☑　三．本誓約が虚偽であることが発覚した場合等において、当事業所が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

☑　四．提出資料を毎年提出するとともに、自己チェックの内容は、工場（事業所）の責任者及び労務管理を行う者（中小企業等において特定ができない場合には労働者を代表する者）による署名を行い、従業員が確認できる場所へ掲示します。





【提出資料】
・自己チェックシート（結果概要）
・自己チェックシートを従業員が確認できる場所に掲載したことが分かる写真の添付
・自社及び監理支援機関のJASTI研修を受講したことが分かる画像の添付
※当事業所の「繊維産業の監査要求事項・評価基準 （JASTI）」に関する研修の受講後の自己チェック（当事業所を監理する監理支援機関のJASTI研修受講済みの記載も含む）により作成。

（注意）誓約事項を遵守することができなくなった場合や育成就労指導員等の事業所の体制の変更が生じた場合は、速やかにその旨を育成就労外国人受入事業実施法人（外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する法律施行規則の規定に基づき工業製品製造業分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基準等（令和８年経済産業省告示第６２号）第２条に基づき経済産業大臣の登録を受けた法人をいう。）に対し、報告を行うこと。
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